
 

 

国立大学法人大分大学旦野原キャンパスにおける移動販売事業者の公募要領 

 

 

１ 業務名 

   国立大学法人大分大学（以下「本法人」という。）旦野原キャンパスにおける移動

販売事業者の公募 

 

２ 目的 

学生等の福利厚生の一環として、食事がとりやすい環境を提供し、更には、キャン

パス内の賑わいを創出するため、移動販売事業者（以下「事業者」という。）を本法

人旦野原キャンパス内に出店・営業させることを目的とする。 

 

３ 事業内容等 

（１）事業内容 

本法人が指定する場所・日時において、食品等の移動販売を行う。 

（２）契約期間 

契約期間は、令和７年４月１日から令和８年３月３１日までとする。ただし、契約

期間満了の３か月前までに本法人・事業者いずれからも何ら意思表示がない場合は、

契約期間満了の翌日から向こう１年間の契約を更新したものとみなし、その後も同様

とする。 

なお、契約の更新は４回までとし、令和１２年３月３１日で契約満了とする。 

（３）出店場所 

別紙のとおり（本法人旦野原キャンパス内「いこいの広場」周辺（大分県大分市大

字旦野原７００番地））。なお、本法人学生支援部学生・留学生支援課（以下「担

当課」という）の指示により変更する場合がある 

（４）出店台数 

数台程度 

 

４ 応募資格及び応募要件 

移動販売事業又は店舗による飲食店営業等の実績があり、安定した移動販売の運営

が可能な事業者で、当該事業に必要な資格（営業許可）を有し、かつ、以下の各号に

該当する者であること。 

 

（１）役員等（事業者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を

締結する事務所の代表者、及び事業者が個人である場合にはその者をいう。以下同



 

じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下、「暴対法」とい

う。）（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下、「暴力

団員」という。）でないこと。 

（２）暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団

員が経営に実質的に関与していないこと。 

（３）役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたことがないこと。 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力、若しくは関与していないこ

と。 

（５）役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していないこと。 

（６）事業者が、下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相

手方が（１）から（５）までのいずれかに該当していないことを知りながら、当該

者と契約を締結したと認められないこと。 

（７）事業者が、（１）から（５）までのいずれかに該当していない者を下請契約又は

資材、原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（（６）に該当する

場合を除く。）に、本法人が事業者に対して当該契約の解除を求めた場合、これに

従えること。 

（８）本法人契約事務取扱規程第７条及び同規程第８条の規定に該当しない者（契約を

締結する能力を有しない者に該当しない者等）であること。 

（９）本法人契約担当役から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

（10）自治体の実施する指導監督において、業務停止命令を受けていない者であること。 

（11）申込み業種について、申込日から過去１年以内に行政処分を受けた者でないこと。 

（12）銀行取引停止処分を受けていない者であること。 

（13）懲役又は禁錮の刑に処せられ、その執行が終わっていない者でないこと。 

（14）禁固以上の刑に該当する罪を犯した容疑をもって勾留又は起訴され、判決が確定

していない者及び有罪判決を受け、刑期又は執行猶予期間が満了していない者でな

いこと。 

（15）集団的又は常習的に暴力的不法行為を行う恐れがあると認められた者でないこと。 

（16）市民税等の税金を滞納している者でないこと。 

（17）大分市保健所の営業許可証を受けた者であること。 

（18) 食品衛生責任者の資格を有する者であること。 

（19）ＰＬ保険等賠償保険に加入している者であること。 

（20）出店場所周辺のゴミの回収及び販売食品に係る適切なゴミ処理ができる者である

こと。 

（21）移動販売に係るスケジュール、出店場所、出店日時に同意できる者であること。 



 

（22）電子媒体（ホームページ、SNS等）を利用し営業内容（出店スケジュール、メニ

ュー等）について、情報発信できる者であること。 

（23）毎月の売上金、販売数量等に関する情報を取りまとめ、各四半期の翌月の本法人

が指定する日（中旬頃を予定）までに報告できる者であること。 

（24）四半期毎の売上金の３％を、大学運営及び教育研究支援のための寄附金として本

法人に納めることができる者であること。 

 

５ 出店について 

（１）出店形態・方法 

移動型店舗（移動販売車等）による食品（弁当、飲料等を含む。）等の販売とする。 

（２）出店開始時期 

契約締結後に担当課と事業者で協議の上、決定するものとする。 

なお、出店開始日は令和７年４月１日以降とする。 

（３）出店日 

土曜日、日曜日、祝日、年末年始休業（１２月２９日から１月３日まで）、学生の

長期休業（夏季・春季）及び本法人が設置する大分大学（以下「本学」という。）の

行事に基づく休業日（入試等）については、出店を要しない日とする。 

なお、具体的な出店日については、担当課と事業者で協議の上、決定するものとす

る。 

（４）出店時間 

出店時間は、原則、１１時００分から１４時００分までの間とする。ただし、当日

分が売り切れた場合は、その時点で営業を終了しても良いこととする。 

なお、具体的な出店時間については、担当課と事業者で協議の上、決定するものと

する。 

 

６ 連絡調整・報告等 

事業者は、毎月２５日までに、出店日時の調整、本学の行事予定の確認、販売食品

に関すること（販売食品や値段の変更等を含む。）、販売状況、学生等からの意見・

苦情等について、担当課と打合せを行うこと。 

また、各四半期の翌月に、各月の売上金、販売数量等に関する情報を担当課に報告

すること。 

 

７ サービス水準の確保 

事業者は、大学の敷地内での販売であることを勘案し、学生等に対するサービスの

向上に努めること。 

 



 

８ 賠償責任 

事業者は、販売（衛生管理を含む。）等に起因する事故及び本法人の施設・設備の

汚損等に関する賠償（原状復旧等）に関し、本法人及び第三者への賠償は速やかに対

応しなければならない。 

 

９ その他 

本公募要領に定めのない事項については、本法人と事業者で協議の上、決定するも

のとする。 

 

１０ 企画提案書への記載内容等 

（１）企画提案 

 ① 学生等へのサービス向上への配慮 

  ・満足できるメニューの構成・価格（写真、必要に応じて説明を記載） 

 ② 移動型店舗の詳細 

  ・移動販売に使用する移動型店舗（移動販売車等）についての詳細 

 ③ 環境等への配慮 

  ・ゴミ処理方法及び適切な清掃 

 ④ 安定的・継続的な販売 

  ・店舗、移動型店舗（移動販売車等）の出店数 

  ・衛生管理（販売までの流れ） 

  ・苦情・要望等に対する対応 

（２）経営状況等 

① 会社概要についての説明資料 

  ・会社のパンフレット、直近の決算報告書など 

 ② 応募資格に関して証明できるもの 

  ・大分市保健所の営業許可証（有効期限内のもの）（写） 

  ・食品衛生責任者であることを確認できるもの（写） 

  ・直近の納税証明書（写） 

 ③ 店舗、移動型店舗（移動販売車等）による実績 

 ④ その他 参考資料 

  ・協力事業者に関する資料等 

 

１１ 企画提案書等の提出 

      「企画提案書・誓約書（様式２）」に「応募申込書（様式１）」を添えて提出す

ること。 

 



 

（１）公募期間 

令和６年９月２日（月）から令和６年９月３０日（月）１７時（必着） 

（２）提出先 

国立大学法人大分大学学生支援部学生・留学生支援課 

〒８７０－１１９２ 大分県大分市大字旦野原７００番地 

ＴＥＬ ０９７－５５４－７４５２ 

Ｅメール seiksien@oita-u.ac.jp 

（３）提出方法 

必要部数を持参又は郵送等により提出すること。 

なお、郵送等する場合は、配達記録が残る方法で提出すること。 

（４）提出部数 

  正本１部、副本２部 

（５）その他 

・企画提案書の提出後は、追加及び変更は認めないこととする。 

・企画提案書は、理由の如何を問わず返却しないこととする。 

・企画提案書に係る費用は、全て応募者の負担とする。 

 

１２ 質疑の受付 

本件に係る質疑は、原則としてＥメール（任意の様式）で行うこと。 

なお、質疑の受付締切日は、令和６年９月３０日（月）１７時とする。 

 

１３ 審査及び事業者選定の流れ 

（１）審査方法 

本法人において、本公募要領に基づく企画提案書の内容等を総合的に審査し、事業

者を選定する。 

なお「４ 応募資格及び応募要件」の項目については必須条件とする。 

本法人から事業者に対して、企画提案書の内容等についての確認、追加資料の提出

等の要請があった場合は、誠実に対応すること。また、提出書類を含め、企画提案書

の内容に虚偽が認められた場合には失格とする。 

（２）審査結果の通知 

審査結果は、令和６年１０月１８日（金）までに、本法人から文書にて通知する。 

なお、選定された事業者のみ公表する。 

（３）事業者との契約手続き 

本法人と選定された事業者で協議を行い、協議が整った場合に、移動販売に関する

契約を締結するものとする。 


